
令和7年12月17日

協議会名：

評価対象事業名：

①補助対象事業者等
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

【補助対象となる事業者
名等の名称を記載】

【事業評価の評価対象期間に
おいて、前回の事業評価結果
をどのように生活交通確保維
持改善計画に反映させた上で
事業を実施したかを記載】

A

・

B

・

C

評

価

【計画に基づく事業が適切に実施さ
れたかを記載。計画どおり実施され
なかった場合には、理由等記載】

A

・

B

・

C

評

価

【計画に位置付けられた定量的な目標・効果が達成されたかを、目標ご
とに記載。目標・効果が達成できなかった場合には、理由等を分析の上
記載】

【事業の今後の改善点及びより適切な目標を記載。改善策
は、事業者の取り組みだけでなく、地域の取り組みについて広
く記載。特に、評価結果を生活交通確保維持改善計画にどの
ように反映させるか（方向性又は具体的な内容）を必ず記載す
ること。】
※なお、当該年度で事業が完了した場合はその旨記載
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事業全体の改善点

さらなる利用者増加に向け、補助要件が1運
行あたりの輸送量２人以上であることを共有
することで、利用促進の必要性を認識しても
らい、各地区での主体的な取組みを促すとと
もに新規利用者の獲得に繋げる。

【達成状況】
目標：利用者1,500人
実績：1,010人
【理由等】
西浦地区支線バスは、R6年3月に運行開始した２年目の路線で、利用
は増加傾向にあるものの、他地域を参考に設定した目標値は達成でき
なかった。他地域に比べ、まだ十分な浸透ができていない。
本路線は、名鉄蒲郡線に接続して広域の移動支援につながるととも
に、地域内の病院・買物・公共施設等へのお出かけに利用されている
が、目的となるめぼしい施設が少なく、今後路線バス再編と合わせて進
めるルート等の見直しが進めば利用増が見込みやすいと考えられる。

・令和８年度からの新しい地域公共交通計画を策
定し、継続的なモニタリング、PDCAを回しながら
新計画に基づく事業実施を行っていく。

・次期計画の協議において、フィーダー系統全体
での収支把握や現況に即した目標設定への見直
しを検討する。

・路線バスのあり方の検討状況をふまえながら、
相互乗り入れ、乗り継ぎ利便性の向上等の検討
を進める。

・地域の回覧板や公民館だよりでの地域に密着
した情報発信に加え、新規利用者の獲得に向け
て、利用方法や利用例の発信などにより日常の
移動手段として選択されるよう周知・PRを工夫す
る。

【系統名・航路名・設備名、運行（航）区間、整備内容等
を記載（陸上交通に係る確保維持事業において、車両
減価償却費等及び公有民営方式車両購入費に係る国
庫補助金の交付を受けている場合、離島航路に係る確
保維持事業において離島航路構造改革補助（調査検討
の経費を除く。）を受けている場合は、その旨記載）】

②事業概要

計画通り事業は適切に実施できてい
る。

計画通り事業は適切に実施できてい
る。

【達成状況】
目標：年間利用者2,400人
実績：2,606人
【理由等】
R6年度の利用者数は、過去最高値を記録し大幅に利用が伸びたが、
R7年度は、目標値は達成したものの、昨年度実績を超える利用とはな
らなかった。
本路線は、JR東海道本線に接続して広域の移動支援につながるととも
に、地域内の病院・買物・公共施設等へのお出かけに日常的に利用さ
れ、地域住民の欠かせない移動手段になっている。また、市民病院利
用が多い路線だが、常連の獲得が今後の利用者増加の課題と考えら
れる。

B

【達成状況】
目標：年間利用者6,350人
実績：6094人
【理由等】
R6年度の利用者数は、過去最高値を記録し、目標を達成したが、R7年
度は、利用が伸び悩み目標まで増加しなかった。
本路線は、名鉄蒲郡線の２駅に接続して広域の移動支援につながると
ともに、地域内の病院・買物・公共施設等へのお出かけに日常的に利
用されているため、地域住民の欠かせない移動手段になっているもの
の、利用者低迷の要因として利用者が固定化しており、新規利用者を
十分に得られていない可能性が考えられる。

計画通り事業は適切に実施できてい
る。

A

計画通り事業は適切に実施できてい
る。

計画通り事業は適切に実施できてい
る。

B

A
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前回の二次評価では、
・収支の評価指標について、
交通ネットワーク全体での収
支を把握し、また燃料費や人
件費の上昇等社会情勢の変
化も考慮した視点で、目標値
の見直しの検討も含め関係者
間で意識されること
・市内の鉄道や路線バス、
フィーダー系統について、乗り
継ぎ利用を意識した周知を積
極的に行うなど利用促進につ
ながる取組が関係者の連携
の下進められること
・PDCAサイクルを機能させ、
利便性向上につながるような
取組が行われること
の３点について期待された。

・収支の評価指標は、地区ご
との実情に応じた目標設定に
ついて、次期計画協議の中で
の検討事項とした。
・乗り継ぎ利用の利用促進に
ついては、路線バスのサービ
ス維持やフィーダー系統との
乗り継ぎ利便の向上にかかる
路線再編の検討に加えて、そ
の検討状況をふまえて支線バ
ス改善を目指すため交通事業
者に地区協議会を加えて協議
を始めた。
・PDCAの実施による利便性
の向上に関しては、乗り継ぎ
改善を含むこれまでに確認さ
れた課題等について、路線バ
ス再編の検討状況に合わせ
て地区協議会での検討を進め
ることを地域と確認している。

ほか、以下取り組みを進め
た。
・公民館だよりでの報告やぬり
え大会の実施等による周知活
動を継続実施。
・東三河地域で連携した公共
交通利用促進活動（主に路線
バス）の継続実施。

A
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蒲郡市地域公共交通会議

地域内フィーダー系統

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

【達成状況】
目標：年間利用者1,850人
実績：1,995人
【理由等】
R7年度の利用者数は、過去最高値を記録したR6年度よりも利用者が
増加し、過去最高値を更新、目標を達成した。順調に利用者が増加し、
地域に根差した系統として浸透が進んでいる。
本路線は、JR東海道本線に接続して広域の移動支援につながるととも
に、地域内の病院・買物・公共施設等へのお出かけに日常的に利用さ
れているため、地域住民の欠かせない移動手段になっている。

【達成状況】
目標：利用者3,950人
実績：3,065人
【理由等】
R6年度の利用者数は、過去最高値を記録し大幅に利用が伸びたが、
R7年度は、昨年度の実績を下回り、目標を達成できなかった。
本路線は、JR東海道線に接続して広域の移動支援につながるととも
に、地域内の病院・買物・公共施設等へのお出かけに日常的に利用さ
れているため、地域住民の欠かせない移動手段になっているものの、
利用者低迷の要因として利用者が固定化しており、新規利用者を十分
に得られていない可能性が考えられる。
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A
計画通り事業は適切に実施できてい
る。

A

【達成状況】
目標：利用者2,200人
実績：2,999人
【理由等】
R7年度の利用者数は、過去最高値を記録したR6年度よりも利用者が
増加し、過去最高値を更新、目標を達成した。順調に利用者が増加し、
地域に根ざした系統として浸透が進んでいる。
本路線は、JR東海道本線に接続して広域の移動支援につながるととも
に、地域内の病院・買物・公共施設等へのお出かけに日常的に利用さ
れているため、地域住民の欠かせない移動手段になっている。

豊鉄タクシー株式会社

西
部
地
区
支
線
バ
ス

「
み

か

ん

の

丘

く

る

り

ん

バ

ス

」

豊鉄タクシー株式会社

西
浦
地
区
支
線
バ
ス

「
潮

風

く

る

り

ん

バ

ス

」

B

資料１－２－１

1 



令和7年12月17日

協議会名： 蒲郡市地域公共交通会議

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

　第五次蒲郡市総合計画においてあげられた「子どもや高齢者らが安心して移動することのできる公共交通体系の確立」、「地域で創り、守
り、育てあげる持続性の高い公共交通体系の形成」を目指し、公共交通体系を一体的に改善することを目標とした地域公共交通計画を令
和３年６月に策定した。当該計画の将来像等は、平成28年3月に策定した前地域公共交通網形成計画を踏襲し、交通ネットワーク網の維
持・拡充を進めている。
　計画の中で位置付ける取り組みとして、「鉄道を中心とした交通ネットワーク網の維持確保と交通空白地の解消」、「関係者間の連携強化
による事業推進」を基本的な方針として掲げ、地域内フィーダー系統に関する計画の目標としては、「住民のニーズをふまえた公共交通ネッ
トワーク網の維持拡充」「交通空白地解消のために導入した支線バスの適正な運行管理」等を設定している。
　これら地域交通計画で定めた将来像・基本的な方針・計画の目標（施策事業）を通して、地域公共確保維持改善事業の支援を受けて、
「交通空白地解消のための支線バス（フィーダー）」の運行を進める。
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